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前文 
 

野木町民から直接選挙で選ばれた議員により構成される町の

意思決定機関である野木町議会は、同じく町民から選ばれた執

行機関の長である野木町長とともに、二元代表制のもと、地域

における民主主義の発展とより良い町民生活の実現のために、

その役割を果たしていかなければならない。 

地方分権の時代を迎えて、地方公共団体の自主的な決定と責

任の範囲が拡大した今日、恵まれた自然環境と住環境を活かし

つつ、より豊かな野木町へと発展するために、野木町議会は、

町民の多様な意見を的確に把握して議会運営に反映させるとと

もに、町長の政策に対する論点、評価等を広く町民に明らかに

する責務を負っている。 

野木町議会は、このような認識のもと、議会における基本的

事項を明確にし、町民に開かれた議会を築いていくことを決意

し、この条例を制定するものである。 

 

第１章 目的 
 

（目的） 

第１条 この条例は、二元代表制のもとで議会の運営及び議員

の活動に関する基本的事項を定めることにより、持続的な活

力ある町づくりと町民の生活向上に資することを目的とする。 
 

【解説】 

 第１条は、条例の趣旨と目的を定めるものです。 

 この条例は、議会の運営全般についての基本事項及び議員のあり方に

ついての基本的事項を定めます。町議会の運営及び議員の活動は、この

基本条例に即して行われることになります。 

 

第２章 議会・議員の活動原則 
 

（議会の活動原則） 

第２条 議会は、町民の代表機関であることを常に自覚し、町

民に開かれた議会を実現しなければならない。 

２ 議会は、議会活動の公正性及び透明性を確保するとともに、

情報の公開と発信を積極的に行うものとする。 

３ 議会は、議員相互間の自由な討議により議論を尽くして合

意形成に努めるものとする。 

４ 議会は、町民に対し政策上の論点の提示を積極的に行わな

ければならない。また、議長は、議案の審議に用いる資料を

提供するなど、町民の議会審議に関する関心、特に傍聴の意

欲を高める議会運営に努めるものとする。 
 

【解説】 

 第２条は、議会の活動全般についての原則を定めるものです。 

 第１項は、議会が町民によって直接選挙された議員で構成される議事

機関（注）であることを自覚し、町民に開かれた議会を実現することを

定めます。 

（注）ここで言う議事機関とは、議会が地方公共団体の意思を決定す

る機関であることを意味し、このことは憲法第９３条で定められ

ています。議会には、条例を制定し、町政運営の基本的事項を議決

し、チェックを行う責務があります。 

 第２項は、議会が公正性及び透明性を確保した議会活動と開かれた議

会を実現することを、主権者である町民に対して誓約することを定めま

す。 

 第３項は、議会が言論の府であること及び合議制の機関であることを

十分に認識し、議員相互間の自由な討議の推進を重んじることを定めま

す。 

第４項は、議会が政策課題及び政策上の論点等に関する情報提供を、

主権者である町民に対して積極的に行うことを定めるとともに、議長は、

町民の議会審議に対する関心を高めるため、議案資料等を提供し、情報

の共有化を図るなど、町民の傍聴意欲を高める措置を講じることを定め

ます。 

 

（議員の活動原則） 

第３条 議員は、町政の課題全般について、町民の意見を的確

に把握するとともに、町民全体の代表者であることを深く認

識し、町民の負託に応える活動をしなければならない。 

２ 議員は、日常の研鑽によって、議員としての資質の向上及

び政策能力の強化に努めなければならない。 
 

【解説】 

 第３条は、議員の議会活動全般についての原則を定めるものです。 

 第１項は、町政における課題全般について多様な住民意思を把握する

とともに、町民全体から選挙で選ばれた議員として、町民全体の生活向

上を目指して活動することを義務づけることを定めます。 

 第２項は、自己の能力を高める不断の研鑽によって、資質の向上と政

策能力の強化に努め、町民から選挙で選ばれた選良にふさわしい活動を

することを定めます。 

 

（議員の政治倫理） 

第４条 議員は、町民の代表者としてその倫理性を常に自覚し、

野木町議会議員政治倫理条例（平成１４年野木町条例第３７

号）に基づき町民の疑惑を招くことのないよう行動しなけれ

ばならない。 
 

【解説】 

 第４条は、議員の活動は多様であり、政治倫理の判断は単純ではない

ものの、議員の地位を利用した不正な口利きなどをしない等、議員の責

務を正しく認識して、野木町議会議員政治倫理条例（平成１４年野木町

条例第３７号）を遵守し、その使命の達成に努めなければならないこと

を定めるものです。 

 

（政務活動費の交付） 

第５条 政務活動費は、議員による政策研究、政策提案が実行

されるよう、野木町議会政務活動費の交付に関する条例（平

成２４年野木町条例第４３号）に基づき交付するものとする。 
 

 



【解説】 

 第５条は、政務活動費は、議員の政策の調査・研究が確実に行われ政

策提言に繋がるよう野木町議会政務活動費の交付に関する条例（平成２

４年野木町条例第４３号）に基づき交付することを定めるものです。な

お、政務活動費の使途に関する公正性、透明性を確保するため、議長に

対し証票類を添付した収支報告を義務づけています。 

 

第３章 町民と議会の関係 
 

（町民参加及び町民との連携） 

第６条 議会は、議会活動に関する情報の公開を徹底するとと

もに、町民への説明責任を十分に果たさなければならない。 

２ 議会は、本会議のほか、常任委員会、特別委員会及び議会

全員協議会を原則として公開するものとする。 

３ 議会は、常任委員会、特別委員会の運営に当たり、必要に

応じ、参考人制度及び公聴会制度を活用して、町民及び学識

経験者等の専門的又は政策的見識等を議会の審議等に反映さ

せるよう努めるものとする。 

４ 議会は、請願又は議長が必要と認めた陳情の審議等におい

ては、提出者の意見を聴く機会を設けることができるものと

する。 

５ 議会は、町民に対する説明責任を果たすため、定例会及び

臨時会において、各議員の各議案等に係る賛否を議会広報等

で、原則として公表するものとする。 

６ 議会は、町民の意見を広く集め、政策提案に反映させるた

めに、積極的に町民と議会との交流の場を設けるものとする。 
 
 

【解説】 

 第６条は、町民と議会がどうあるべきかを定めるものです。 

 第１項は、議会の果たすべき重要な責務として情報の公開の徹底と、

町民に対する説明責任の履行を定めます。 

 第２項は、議会の会議は原則公開とすることを定めます。 

 第３項は、常任委員会、特別委員会は、必要に応じ、公聴会を開き、

学識経験を有する者等から意見を聴くことができ、町の事務に関する調

査又は審査のために参考人の出席を求め、その意見を聴くことができる

ことから、町民等の意見を聴く機会を設けることを定めます。 

第４項は、議会が請願又は議長が必要と認めた陳情の審議等において

は、提出者の意見を聴き、議会活動に反映させるしくみを定めます。 

 第５項は、議員に対する町民の評価が的確になされるよう、議案等に

対する各議員の賛否を議会広報等で公表することを定めます。 

 第６項は、町民や関係団体等の意見を政策提案に反映させるため、議

会に対する理解を促進するための意見交換会、模擬議会の開催等多様な

交流の場を設けることとします。そして、これらの交流の場は、年１回

に限らず設けることを定めるものです。 

 

第４章 議会と町長の関係 
 

（議会及び議員と町長等の関係） 

第７条 二元代表制のもと、議員は町長等の執行機関との質疑

応答においては、常に緊張関係を保つように努めなければな

らない。  

２ 議会の本会議における議員と町長及び執行機関の職員の質

疑応答は、論点、争点を明確にするため、一問一答の方式で

行う。 

３ 町長、副町長、教育長、部長、教育次長、課長及び局長は、

議員の質問等に対して議長又は委員長の許可を得て反問する

ことができる。 
 

【解説】 

 第７条は、議会及び議員と町長並びに執行機関がどうあるべきかを定

めるものです。 

 第１項は、議員は、町長の行政運営に対して、常に冷静に判断し、問

題点を指摘し、町政の改善を図っていく責務があります。そのために、

執行機関との質疑応答において、常に緊張関係を保つように努めるべき

ことを定めます。 

 第２項は、本会議における質問等の論点・争点をより明確にしていく

ために、質疑応答は一問一答方式で行うことを定めます。なお、当議会

では、これまでもこの方式を採用しています。 

 第３項は、町長、副町長、教育長、部長、教育次長、課長及び局長は、

議長又は委員長の許可により議員の質問等に対して、論点・争点等を明

確にするために、質問等の趣旨・内容・背景・根拠等を議員に問うこと

ができることを定めます。 

 

（町長による政策等の形成過程の説明） 

第８条 議会は、町長が議会に計画、政策、施策及び事業等（以

下「政策等」という。）を提案するときは、政策等の水準を高

めるため、次に掲げる政策等の決定過程を説明するよう求め

るものとする。 

（１）政策等を必要とする要因又は背景 

（２）他の政策案等との比較検討 

（３）関係する法令及び条例・規則等 

（４）町の基本的な計画等との整合性 

（５）政策等の実施にかかる財源措置 

（６）将来にわたる政策等のコスト計算 
 

【解説】 

 第８条は、議会は、町長に対して、政策水準が高まるような議論が行

われるよう政策等の決定過程について、必要とする背景から将来コスト

までの６項目にわたる情報の提供を求めることを定めるものです。 

 

(予算・決算における政策説明資料の提示） 

第９条 議会は、町長が予算及び決算を議会に提出し、議会の

審議等に付すに当たっては、前条の規定に準じて、分かりや

すい施策別又は事業別の政策説明資料の提示を求めるものと

する。 
 

【解説】 

 第９条は、議会は、町長が予算や決算を議会へ付議するに当たっては

前条の規定に準じて、町民の代表である議員が審議等を深められるよう

分かりやすい説明資料を提示するよう求めることを定めるものです。 

 

 



（地方自治法第９６条第２項の議決事件） 

第１０条 議会の議決事件は、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第９６条第１項各号に掲げる議決事件のほか、同条

第２項に規定する議決事件については、町政の重要事項の意

思決定を行うため、必要に応じ別に条例で定めるものとする。 
 

【解説】 

 第１０条は、地方自治法第９６条第１項で議会が議決しなければなら

ない事件として１５事項を定め、同条第２項で議決事件の追加措置を認

めていますので、議会がその決定に参画する機会を確保する意味から、

町政における重要な事項を別の条例で定めるものです。 

 

第５章 議会改革の推進 
 

（議会改革の推進） 

第１１条 議会は、議会改革に継続的に取り組み、かつ、確実

に推進するよう努めなければならない。 
 

【解説】 

 第１１条は、議会は、継続的に議会改革に取り組み、これを確実に推

進する必要があるため、議会に議会改革に関する努力義務を課すことを

定めるものです。 

 

（議会事務局の体制整備） 

第１２条 議会に執行機関から独立した議会事務局を置く。議

会は、議会及び議員の政策形成と立案機能を高めるために、

議会事務局の調査・法務機能を積極的に強化しなければなら

ない。 

２ 議長が議会事務局の職員人事に関し任免権を行使する場合

において、町長は、その意向を尊重しなければならない。 

３ 議会は、二元代表制の趣旨を踏まえ、議事機関としての機

能を確保するとともに、より円滑な議会運営を実現するため、

必要な予算の確保に努めるものとする。 
 

【解説】 

 第１２条は、議会事務局の設置及びその整備について定めるものです。 

 第１項は、議会は、独立した議会事務局を確立するとともに、議員が

政策立案や調査立法活動を充分に行えるように、法制執務能力を持つ職

員を議会事務局に配置するように求めるなど、必要な措置を行うことを

定めます。 

 第２項は、町長は、議会事務局が町から独立した機関であることを充

分に認識し、職員人事に関しての議長の意向を尊重することを定めます。 

 第３項は、議会が、議会としての機能を最大限に果たせるよう必要な

予算の確保に努めなければならないことを定めます。 

 

（議会図書室の設置） 

第１３条 議会は、議会図書室を整備・充実するものとする。 
 

【解説】 

 第１３条は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１００条第１

９項に基づき設置が義務づけられている議会図書室について、その機能

を果たすにふさわしい環境を保持することを定めるものです。 

第６章 危機管理 
 

（危機管理） 

第１４条 議会は、大規模災害等の不測の事態から町民の生命、

身体及び財産又は生活の平穏を守るとともに、緊急時におい

て総合的かつ機能的に活動できるよう町長等と協力し、危機

管理体制の支援に努め、次の各号に掲げる対応を行うものと

する。 

（１）議員による協議又は調整を行うための協議会等を開催す

ること。 

（２）状況を調査し、町民の意見及び要望を的確に把握すると

ともに、必要に応じて町長等に対し提言を行うこと。 
 

【解説】 

 第１４条は、大規模災害等の不測の事態における議会の果たすべき役

割を定めるものです。この条文は、東日本大震災等の大規模災害に対応

するために、新たに設ける自治体が増えてきています。 

 

第７章 最高規範性及び見直し手続 
 

（最高規範性） 

第１５条 この条例は、本町において、議会に関する最高規範

である。 

２ 議会及び議員は、議会に関する他の条例、規則等の制定改

廃及び解釈に当たっては、この条例の趣旨を尊重し、この条

例の制定事項との整合性を図らなければならない。 
 

【解説】 

 第１５条は、本条例が、野木町において、議会に関する最高規範性を

もっていることを定めるものです。 

 第１項は、議会に関する最高規範であることを定めます。 

これは、数多く制定されている議会に関する条例、規則等の根本となる

規範を定めている基本条例であるという意味です。 

 第２項は、他の条例、規則等の制定改廃及びその解釈に当たって、議

会及び議員は、この議会基本条例の趣旨を尊重し、この条例の制定内容

との整合性を図っていく義務を負うことを定めます。 

 

（条例の見直し） 

第１６条 議会は、この条例の目的が達成されているかどうか

を、随時検証し、必要に応じ、条例改正を含め、適切な措置

を講ずるものとする。 
 

【解説】 

 第１６条は、本条例が議会と議員の活動が活性化し、町民の代表とし

て充分な役割を果たせるようにするものであることから、第１条に掲げ

た目的が実現するよう、その実効性について検証し、その検証の結果、

改善すべき点については、改正等の適切な措置を講じていくことを定め

るものです。 
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